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皆さん、おはようございます。 

本日は、平成２６年海津市議会第１回定例会を開催

いたしましたところ、議員各位には、ご参集を賜り、

誠にありがとうございます。  

今回、提出いたしております平成２６年度当初予算

案や平成２５年度補正予算案並びに条例、その他の案

件についてご審議をお願いするにあたり、新年度にお

ける市政運営の基本方針と予算案等について、その大

要を申し述べ議員各位と市民の皆様のご理解ご協力を

賜りたいと存じます。 

 

先ず、昨年の海津市を振り返ってみますと、４月に

市長選挙が執行され、無投票という結果となり、私が

市民の皆様の負託を受け３期目の市政を担わせていた

だくこととなりました。９月に執行された市議会議員

選挙は、定数削減後初の選挙となり、３名の新人議員

が当選され、新たな議員構成となりました。後ほど申

し上げますが、市役所も組織再編を行なうことから、

平成２５年度は、新しい海津市がスタートするための

体制作りが完了した年であったといえます。 

また、国内外では、１０月に東京都大島町で、１１

月にはフィリピンで甚大な台風被害が発生しました。

幸いなことに、本市では南濃町地内の河川で、土砂が

農地に流出する被害はございましたが、大きな災害も

なく１年が過ぎたことに喜びを感じているところでご

ざいます。 
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さて、国の財政状況に目を向けてみますと、安倍政

権が発足し１年余りが経過しました。その間、大胆な

金融政策、機動的な財政政策により、長らく続いた円

高に終止符が打たれ、株価が大幅に上昇し、その効果

がみられました。また、政府は、平成２５年度の実質

ＧＤＰ成長率を２．６％と見込み、平成２６年度は消

費税増税による反動を加味し、プラス１．４％と見通

しています。国の来年度の予算規模は、今月成立した

平成２５年度補正予算５．５兆円と平成２６年度予算

約９６兆円、合計約１０２兆円で昨年度とほぼ同額で

あることから、実質ＧＤＰ成長率の大幅な伸びを期待

することはできないものの、安倍政権の経済政策の第

三の矢である、民間投資を喚起する成長戦略の大胆、

かつ、素早い実行により、企業収益が拡大し、賃金上

昇、雇用拡大につながり、消費の拡大や投資の増加を

通じて更なる企業収益の拡大に結びつくという、景気

の好循環が実現することを強く望むものであります。 

日本経済の回復に期待を寄せる中、本市の財政事情

は、依然として厳しい状況に置かれています。合併後

１０年間とされていた合併特例債の起債可能期間は、

新市まちづくり計画の計画期間の延長をお認めいただ

いたことで、５年延長されました。しかし、地方交付

税の合併算定替適用期間は平成３１年度までで、５年

間かけて段階的に縮減され、約１２億円の算定替効果

がなくなります。そのため、これまで以上の効率的な

行財政運営が求められます。新年度予算編成にあたっ
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ては、健全財政を維持しつつ、限られた財源をより一

層効率的に配分し、最重要課題である「人口減少に歯

止めをかける」ことができるよう、海津市総合開発計

画に掲げた事業を積極的に推進してまいります。 

 それでは、新年度における市政運営の方針について

主な事業を中心に申し上げます。 

最初に、新庁舎、新組織について申し上げます。 

合併時からの懸案事項であった新庁舎が完成し、い

よいよ新年度から新庁舎にて業務を開始いたします。

本年度から海津庁舎西館の耐震補強工事に着手するた

め、完全統合は、平成２７年１月となりますが、新庁

舎は耐震性に優れた構造とし、１階に窓口業務を集約

して市民の皆様の利便性を高めています。また、同時

に組織再編を行い、市民の皆様により分かり易い組織

にするとともに、市民の皆様の生命、財産を守るため、

新たに危機管理局を設け、災害時における指揮命令系

統を明確にし、災害時に迅速な対応ができるよう見直

しを行ないました。 

統合庁舎の完成までには、海津市統合庁舎検討懇談

会委員の皆様を始め、多くの関係者のご努力を賜りま

した。この場をお借りして厚く御礼申し上げます。こ

れまでのご労苦に報いるためにも、市民の皆様に愛さ

れる庁舎となるよう職員一丸となって、きめ細かい市

民サービスに努めてまいります。 

 

次に、中学校適正配置について申し上げます。 
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統合庁舎と同じく、合併時からの懸案事項でありま

した、南濃町地内の中学校の統合につきましては、城

南中学校と南濃中学校を統合し、平成２８年４月の開

校に向け、平成２６年度から新校舎の建設と養老鉄道

美濃松山駅、石津駅の自転車置場等駅前整備測量調査

設計に着手いたします。新しい中学校の校名は城南中

学校に決定し、今後、校歌、校章等につきましては、

南濃町地内中学校統合委員会委員の皆様に引き続きご

検討賜ることとなりますが、よろしくお願いを申し上

げます。 

  

次に、東海環状自動車道関係について申し上げます。 

東海環状自動車道西回りルートは、平成３２年の開

通を目指し、着々と整備が進められています。本市内

にパーキングエリアの設置が決定し、スマートインタ

ーチェンジの連結申請を国土交通省に提出する準備を

進めています。新年度は、スマートインターチェンジ

とアクセス道路の整備に向けた、測量設計に着手した

いと存じます。 

高速道路は、地域振興、産業振興、災害時の緊急輸

送道路、災害時の避難場所など様々な機能を有し、大

きな効果をもたらします。本市内にスマートインター

チェンジを設置できれば、本市が直にこれらの効果を

享受でき、観光客など交流人口の増加、企業誘致によ

る商工業の振興などに結びつき、活性化につながるも

のと確信しています。駒野工業団地におきましても、
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企業誘致の好条件となりますので、一日でも早く着工

できるよう、関係者との協議を進めてまいります。 

 

次に、農業政策について申し上げます。 

昨年７月、日本は環太平洋パートナーシップ協定の

交渉に参加いたしました。昨年中の交渉妥結はならず、

交渉が長期化するといった予想もされる中、減反政策

が平成３０年度で廃止されることが決定するなど、農

業政策が転換期を迎えているといえます。本市の主要

産業である農業への影響も懸念されることから、農業

振興の戦略として、新たに６次産業化に取り組んでま

いります。第一弾として、柿酢の製造に着手いたしま

す。新年度早々、調査、研究に取り掛かり、本年秋に

収穫される柿から柿酢づくりを開始し、耕作放棄され

ている樹園地の再生を図るとともに、本市の新たな特

産品の一つに加えたいと存じます。 

また、害獣として駆除される、鹿、イノシシは、一

方では、広く食材として利用されています。本市では、

鹿、イノシシが年間約１００頭前後捕獲されているこ

とから、これら食肉の処理、加工及び販売の実現に向

け関係者、関係機関と検討してまいります。 

 

次に、コミュニティバスについて申し上げます。 

現在、コミュニティバスは８路線で運行しており、

通学、通勤、通院、買物、温泉入浴などで利用されて

います。しかし、必ずしも効率的な運行がなされてい
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るとは言い切れず、利用者が少ないといったご批判を

頂戴していることも事実でございます。 

そこで、現行の運行方法を全面的に見直し、平成２

７年１０月からは、新たな公共交通システムによる運

行に移行するため、本年度から準備を進めているとこ

ろでございます。 

本年度では、課題の抽出と住民ニーズを把握するた

め、アンケートの実施、市内１０校区で意見交換会を

開催いたしました。新年度では、本年度の資料を基に、

海津市公共交通計画・生活ネットワーク計画を策定し、

養老鉄道、名阪近鉄バスなど他の公共交通機関との連

携も考慮した、市民の皆様に満足いただける効率的な

バス運行システムを構築してまいります。 

 

次に、観光について申し上げます。 

本市は年間約５００万人もの観光入込客がある県内

有数の観光地です。この観光入込客数を更に増やすべ

く、観光施策を充実してまいりたいと存じます。 

現在、国土交通省が進めている、国営木曽三川公園

（仮称）大江緑道の整備事業が認可され、最初にアク

アワールド水郷パークセンター周辺が整備される中

で、公園を活かし、隣接する海津温泉、周辺の自然環

境、農産物などとの連携に加えて、市有地を有効利用

し一体的に誘客できるよう検討してまいります。また、

これまで試験的に実施していた大江川を利用した舟運

観光では、参加された皆様から頂戴したアンケート結
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果を基に内容を充実させ、本市の新たな観光資源とし

て定着を目指します。 

一方、西濃地域２市９町が連携して西濃地域をＰＲ

し誘客推進を図る動きも出始めています。西濃地域を

訪れた観光客には、必ず本市へも訪れていただけるよ

う、本市が有する優れた自然環境、文化財、歴史など

を有効に活用、ＰＲし、誘客活動を促進してまいりま

す。 

 次に健康づくり関係について申し上げます。 

 全国的に急激な少子高齢化が進み、本市の平成２６

年１月末の高齢化率は２６．３％となり、依然として

その傾向が進んでいます。このような状況下にあって、

高齢者福祉対策、健康づくり対策は、市民の皆様が健

康を維持し、安心して生活していく上で欠かせないも

のとなっています。 

 本市がこれまで実施してきた検診事業、予防接種事

業に、新年度では新たなメニューを追加しています。

また、本年度は第１回海津ミナモマラソン大会を開催

いたしました。スポーツ振興策の一環として開催をい

たしましたが、市民の皆様の健康づくりにも効果が期

待できますし、サイクリングも健康づくりに有効です。

新年度では海津市サイクリングマップを活用した事業

展開の可能性を調査するため、高須城下町コースにて

クイズラリーを計画しております。これら健康づくり

を兼ね合わせた事業を推進し、市民の皆様の健康と寿

命の延伸の実現に向け努めてまいります。 
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最後に合併１０周年記念事業について申し上げま

す。 

海津市が誕生し、平成２７年３月２８日に１０周年

を迎えます。これを記念し、平成２７年度を合併１０

周年記念の年度と位置付け、各種記念行事の開催を予

定しています。 

具体的に申し上げますと、記念式典、表彰、海津市

紹介ＤＶＤの制作、記念市勢要覧の作成、マスコット

キャラクターの作製、市の魚の制定、市民創作ミュー

ジカルの公演、海津市先達顕彰、記念事業の公募など

を予定しています。既に一部準備を進めている事業も

ございますが、新年度からは、より本格的な準備作業

を進めてまいりたいと存じます。 

既に、着手している事業について進捗状況をご報告

させていただきます。マスコットキャラクターは、一

般公募による応募作品５１５点の中から、海津市マス

コットキャラクター選考委員会で６点に絞られ、一般

投票の結果を参考にした選考が最終段階を迎えていま

す。海津市紹介ＤＶＤの制作は、本年度発注し新年度

に完成いたします。市民創作ミュージカルは、台本が

完成しており、本年度中には作曲が完成する予定で、

新年度に入りましたら、出演者募集の準備として、振

り付け・ダンス・歌唱指導のワークショップを開講し、

プレ公演の開催を行う予定です。海津市先達顕彰は候

補者の選考を教育委員会で進めていただいており、近

く候補者のご報告をいただく予定でございます。以上
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が進捗状況でございますが、新年度に入りましたら、

実施事業を取りまとめ、平成２７年度には、市民の皆

様とともに合併１０周年を盛り上げてまいりたいと存

じます。 

 

以上、主な事業についての方針を述べさせていただ

きましたが、冒頭で申し上げましたとおり、平成２６

年度は、新体制となった議会と新組織となる行政が、

市民の皆様と共に始動する年となります。 

平成２６年度を新しい海津市がスタートする年と位

置付け、清流のまちづくりを推進し、元気な海津市の

実現に向け全身全霊を傾けていく所存でございますの

で、議員各位並びに市民の皆様のご理解ご協力をお願

い申し上げます。 

 

次に平成２６年度の当初予算について概要を説明し

ます。 

先ほど申し上げた基本方針のもと、事業の選択と集

中を図りながら、予算編成方針及び地方財政計画に基

づき、可能な限り積極的な予算編成に努めました。 

その結果、平成２６年度の予算規模は、 

  ・一般会計 １５３億４，１００万円 

  ・特別会計 １１１億３，１４０万円 

  ・企業会計   ２４億３，２９０万円 

  ・財産区会計           ３３０万円 

となり、予算総額は、２８９億８６０万円でございま
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す。 

  平成２５年度の当初予算と比較しますと、 

  ・一般会計は、１．６％減 

  ・特別会計は、２．３％増 

  ・企業会計は、１６．１％増 

  ・財産区会計は、２．９％減 

で、予算総額では、３億３，６４０万円（１．２％）

の増となります。 

 

  歳入の主なものとしまして、政府の平成２６年度の

経済見通しでは、堅調な内需に支えられた景気回復が

見込まれ、好循環が徐々に実現していくと考えられて

おり、また、今年１月の月例経済報告では、｢景気は、

緩やかに回復している｣と分析されているなか、市税 

４１億１，８５５万円で８，８４０万円（２．２％）

の若干の増額を見込んでおります。市税につきまして

は、課税客体、課税標準額等の的確な把握、着実な滞

納整理を図り、徴収の確保に努めてまいります。 

  個別には、平成２５年度の決算見込額を勘案し、市

民税個人分では、一人当たり５００円の均等割復興税

分もあり、１６億２，５００万円で２．１％の増収を

見込み、市民税法人分では、２億８，６９０万円で 

１７．１％増、固定資産税は、１９億３，３００万円

で１．５％増、軽自動車税は、７，９５０万円で 

０．２５％増を見込み、市たばこ税では、健康面から

喫煙者は減少傾向にあるため、１億７，７００万円で
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７．３％減、入湯税では１，７００万円で４．０％減

を見込み計上いたしました。 

 

  地方譲与税につきましては、地方揮発油譲与税 

７，３００万円で４．０％減、自動車重量譲与税１億

７，８００万円で３．５％増、また、交付金につきま

しては、利子割交付金１，３００万円で３．２％増、

配当割交付金１，９００万円で８１．０％増、株式等

譲渡所得割交付金３４０万円で１８３．３％増、社会

保障費の財源として４月１日より増税されることにな

った地方消費税の交付金４億７００万円で３６．５％

増、税制改正による税率引き下げにより自動車取得税

交付金３，７００万円で４８％減、地方特例交付金で

は、引き続き住宅借入金等特別控除に伴う減収分を補

てんするものとして１，２００万円で７．７％減にて

計上いたしました。 

 

  地方交付税につきましては、国の地方財政計画では

交付税総額１６兆８，８５５億円で、前年度比１％の

減額となっておりますが、普通交付税では地域の元気

創造事業費の計上や合併市町村に対する支所経費等の

交付税算定見直しを鑑み、２，０００万円（０．４％）

の減額とし、特別交付税で実績見込みから 

１億８，０００万円の同額として、併せて 

４４億８，０００万円を計上いたしました。 
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 使用料は、消費税転嫁分等により１億２，９９２万

２千円で、５０３万５千円（４．０％）の増額で計上

いたしました。 

 

  繰入金は、基金繰入金１２億６，００１万円を見込

みました。財政調整基金、減債基金、公共施設整備基

金、環境施設整備基金等の活用によりまして、収支の

均衡を図っております。 

 

  市債は、統合庁舎整備事業債、支所整備事業債、消

防救急無線設備更新事業債、中学校統合整備事業債及

び臨時財政対策債等により、１４億７，１３０万円で、

３４．８％の減額で計上いたしました。 

  なお、臨時財政対策債につきましては、地方交付税

の減額に対し、その穴埋めとして地方公共団体が地方

債を発行できる制度で、借り入れに伴う償還経費につ

いては地方交付税に実額算入され、実質的な地方交付

税として平成１３年度から導入されており、平成２６

年度におきましては、前年度比５．８％減額の８億 

１，０００万円を計上いたしました。 

 

  続きまして、新年度予算の主な事業を、総合開発計

画に掲げております基本目標に沿ってご説明申し上げ

ます。 
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  第１の、「安心して暮らせる地域医療・福祉のまち

づくり」であります。 

 

最初に、医療体制の充実と健康づくりの推進に２億

６，７７０万７千円計上いたしました。 

主な内容につきましては、休日・夜間における市民

の救急医療を確保するため、引き続き医師会及び医師

会病院と連携を図り市民の救急医療体制の確立を図る

とともに、小児急病患者に適切な医療を提供するため、

西濃圏域市町の負担金により、大垣市民病院での、小

児夜間救急医療体制の充実を図ってまいります。 

一方、地域医療拡充のため、海津市医師会病院が行

う医療機器ＭＲＩ導入に対する費用の一部を補助して

まいります。 

市民の健康保持を目的として、生活習慣病健診や、

がんの予防・早期発見・早期治療を目的としたがん検

診事業を引き続き実施し、ワンコイン検診と銘打って、

負担金を５００円とし、子宮がん、乳がん、大腸がん

検診については更なる受診の勧奨を行ってまいりま

す。 

また、新規事業としまして、脳血管疾患の早期発見

を目的とした脳検診助成事業の新設。従前からの胃透

視による胃がん検診に加え、ピロリ菌感染を示す抗体

の有無とともに、ペプシノゲンの血中量を調べること

により胃がんのリスクを判定する胃がんリスク検診

（ＡＢＣ検診）を実施するなど、検診事業を充実させ
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ます。 

予防接種事業においては、任意予防接種として、中

学生までのインフルエンザや高齢者肺炎球菌ワクチン

の被接種者に対する費用の助成を引き続き行うととも

に、先天性風しん症候群予防を目的とする風しんワク

チン接種に対する助成を引き続き緊急対策事業として

実施します。さらに、水ぼうそう、おたふくかぜ、Ｂ

型肝炎ワクチンの予防接種費用の一部助成事業を新た

に加え、疾病の発生及びまん延を予防してまいります。 

妊婦・乳幼児健診事業では、妊婦健康診査の公費負

担を１４回維持しつつ、妊婦の経済的負担の軽減及び

母胎や胎児の健康を確保するとともに、妊婦歯科健診

及び新生児聴覚検査に対する助成を引き続き行うとと

もに、未熟児に対する養育医療に要する費用について

も支給してまいります。 

また、少子化対策への取組として、特定不妊治療を

受けているご夫婦に対し、県制度の上乗せ助成として 

1 回につき１０万円を限度として引き続き助成を行い

支援をしてまいります。 

 

次に、子育て支援体制の充実に１７億３２万４千円

計上いたしました。 

人口減少時代にあって、あたたかく子育てを見守り

ながら、地域全体で次世代を育成していくことを目指

すため「子育て夢プランⅡ」をベースに子育て支援サ

ービスの充実に努めます。また、「子ども・子育て関
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連３法」に基づき、子ども子育て支援事業計画を策定

し計画的な整備に努めます。 

子育て段階における医療費負担を軽減するため中学

校３年生まで入院・通院医療費の助成を行ってまいり

ます。 

また、延長保育、子育て支援センター事業、留守家

庭児童教室、病児・病後児保育事業の充実に努めます。 

少子化対策への取組として、子宝祝金支給事業とし

て、第３子以降を出産の保護者に出産祝金１５万円支

給を引き続き行ってまいります。 

 

次に、障がい者福祉の充実に６億６，９７７万２千

円計上いたしました。 

発達支援センターでは、保健・医療・福祉・教育の

連携を図り、幼児の発達に必要な訓練や指導など療育

的な事業、発達や育児に関する保護者からの相談事業

などをとおして、乳幼児から成人に至るライフステー

ジに合わせ途切れのない支援を行ってまいります。 

また、障がい児タイムケア事業を引き続き実施し、

保護者の負担軽減を図るべく就労支援を行うなど、障

がい福祉サービスにおいては利用者の負担軽減対策を

引き続き実施しながら、個々のケースに応じたサービ

スの提供を行ってまいります。 

さらに、障がい者支援給付事業、重度心身障がい者

等福祉医療費助成事業では、介護給付や訓練等給付の

福祉サービス、補装具費給付などのサービス提供、及
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び、医療費の助成等の支援を行うことにより障がい者

福祉の増進に努めてまいります。 

 

  次に、高齢者福祉の充実に１１億６０５万１千円計

上いたしました。 

  高齢化が進行する中、健康を保持し要介護状態とな

ることなく、それぞれの地域で生きがいを持って連帯

を深めながら暮らしていただけるよう、老人クラブ活

動を引き続き支援するとともに、介護予防事業の充実、

地域包括支援センターの機能性を高めてまいります。 

敬老の日お祝い事業として、長年にわたり社会に貢

献されてきた８０歳以上の皆様に記念品をお贈りし、

敬意をもってご長寿を祝福いたします。 

  また、高齢者の豊富な経験と知識を生かした就業の

機会を提供し活力ある高齢化社会の実現に向けて、シ

ルバー人材センターを引き続き支援してまいります。 

 やすらぎ会館、ゆとりの森、海津苑につきましては、

施設の修繕など適切に維持管理を行い利用者の利便性

を高めてまいります。 

 介護施設であるサンリバー松風苑、はつらつでは、

地域に密着した施設として、介護、生活支援、又は医

療ケアなどにより、引き続き要介護者を支援してまい

ります。 

 

  次に、母子・父子等のひとり親家庭の福祉の充実、

地域福祉の推進、社会保障制度の健全な運用に８９億
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１，２０１万９千円計上いたしました。 

ひとり親家庭への支援をはじめ、地域福祉の推進に

ついては多様な福祉ニーズに対応すべく、民生児童委

員さんをはじめ、福祉諸団体又はボランティアの皆様

にも協力を求め、必要とされるきめ細かな支援が行え

るよう推進してまいります。 

  国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険及び

生活保護等の社会保障制度については、それぞれ応分

の所要額を計上し、健全な運営に努めながら公的制度

による適切な支援を行ってまいります。こうした中、

国民健康保険特別会計では、財政支援分として一般会

計から２億９，９９０万円を繰り入れるよう計上させ

ていただきました。 

  

 

  第２の、「安全で快適な生活環境のまちづくり」で

あります。 

 

  最初に、計画的な土地利用の推進に８１８万円を計

上いたしました。 

旧南濃町の公図は、土地の境界の不明確な部分もあ

り、引き続き地籍調査を実施してまいります。 

 

  次に、利便性の高い道路網の整備に２億４，０６３

万９千円計上いたしました。 

 老朽化していく橋りょう等の道路施設について、適
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切に維持管理するため長寿命化を計画的に実施する道

路ストック老朽化対策事業を行います。 

また、生活道路となる市道の計画的、効率的整備は

もとより、東海環状自動車道の整備促進、国道２５８

号線の４車線化及び県道の改良、新架橋など引き続き

関係機関に強く要望してまいります。 

 東海環状自動車道関係では、スマートインターチェ

ンジの導入に向け、国土交通省や岐阜県等と調整を図

りながら、測量設計を進めてまいります。 

  

  次に、防犯対策・交通安全対策の充実に２，６８８

万９千円計上いたしました。 

 地域の交通事故防止・交通安全の確保のため、交通

安全施設を設置し、特に、通学路の安全対策及び区画

線再塗布を実施してまいります。 

  また、高齢者による交通事故の減少を図るための高

齢者運転免許証自主返納支援事業の推進に努めるな

ど、今後も市内における犯罪・交通事故の発生を減少

させ、一層の地域安全を図るため、防犯や交通安全意

識の高揚と施設整備の充実に努めてまいります。 

 

  次に、公共交通機関の充実に１億６，４９７万５千

円計上いたしました。 

  コミュニティバス運行事業については、更なる利用

者の利便性等を考慮しながら適切な運行管理に努めて

まいります。 
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  また、生活交通の支援策で、養老鉄道養老線の存続

のため沿線７市町において合意した応分の補助金 

５，４３４万２千円、名阪近鉄バス海津線補助金 

８３３万３千円計上いたしました。 

 

  次に、快適な市街地及び集落環境整備の推進に 

６，５８４万４千円計上いたしました。 

  市内の公園、街路樹、市営住宅の適切な管理を行い、

住環境の向上に努めてまいります。なお、空家政策に

より、空家となりました南濃第三市営住宅１０戸を解

体させていただきます。 

  

  次に、防災対策の充実に１億４，５５４万８千円計

上いたしました。 

  市内全域に適確な災害情報を伝達し、市民の安全と

安心を守るため、防災無線の不感地域解消工事、防災

無線柱への標高表示看板の設置や機器の保守等を実施

いたします。 

  また、地震を始め、あらゆる災害に対応するため市

地域防災計画を基に、防災意識の高揚や防災体制の強

化を図るため、計画的・継続的に防災訓練を実施する

とともに、自主防災組織の訓練実施等に要する経費及

び防災備蓄資機材の購入に対して助成し、自主防災組

織の育成、防災備蓄資機材の更なる充実を行うととも

に、津屋川築堤工事を行う県河川改修事業の県事業負

担金も計上しております。 
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また、建築物耐震化補助事業として、木造住宅の耐

震補強工事を実施する市民に対し、現在の最大１１５

万円の補助を上限２１０万円に拡充し、新たに、耐震

シェルター等を設置する方に、２５万円を上限に補助

する制度を設け、住宅の倒壊から居住者の生命を守る

耐震化を進めてまいります。 

 

次に、上水道の整備運営に１５億４，８８０万円計

上いたしました。 

  本市の上水道施設は、旧町それぞれの庁舎や水源地

に監視装置がありますが、老朽化や統合庁舎への移行

に伴い、統合庁舎西館において中央監視装置の更新工

事を行うなど、老朽施設の更新と併せ、維持管理の強

化を図り、良質で安全な水の安定供給と水道事業会計

の更なる健全化に取り組んでまいります。 

 

  次に、下水道の整備運営に２２億９，７７０万円計

上いたしました。 

  本市の下水道人口普及率は、農業集落排水を含め平

成２６年２月１日現在で８３．３％となっており、平

成３４年度の完成を目標に事業を進めてまいります。 

新たな事業としましては、南濃町北部、中南部の長

寿命化計画策定事業、南濃町田鶴地区の長寿命化管布

設替実施設計委託、農業集落排水では、浄化センター

機能診断事業を進めてまいります。 

なお、今後の事業を円滑に進めるためには、水洗化
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率の向上が必須となっておりますので、平成２６年度

においても、水洗化率の向上に全力で取り組んでまい

ります。 

 

  次に、消防・救急体制の充実に２億７，９８６万８

千円計上いたしました。 

電波法の一部改正により、消防救急無線の基地局・

移動局無線設備のデジタル化に係る機器整備及び設置

工事を実施してまいります。  

  非常備消防管理事業、消防団活動事業では、本市で

平成２７年度岐阜県消防操法大会が開催されることに

より、実行委員会報酬や大会出場部訓練手当てを追加

しております。また、消防団の再編に伴い、西江分団

消防車庫を新設するなど、地域における消防施設・防

火水利を確保し、総合的な消防力の強化を図ってまい

ります。 

 

  次に、斎場の整備に４，９０４万９千円計上し、天

昇苑、南濃斎苑の適切な維持管理を行い、利用者の利

便性を図る運営管理に努めてまいります。 

 

  第３の、「美しい自然を守り、ともに生きるまちづ

くり」であります。 

 

  自然とともに生きる地域づくりの推進、省エネ・省

資源対策の推進、循環型社会の推進に７億５，５４９
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万５千円計上いたしました。 

自然環境保護の意識の高揚を図るなど、美しい自然

との共生の推進を図ってまいります。 

  地球温暖化防止・環境対策として、住宅用太陽光発

電システム設置整備に対します助成を行ってまいりま

したが、国の補助制度も終了することから、平成２５

年度の国への申請分をもって終了とさせていただきま

す。 

  資源循環型・省資源型社会を目指すため、更なるエ

コドームの活用を図りながら、リサイクル事業の推進、

分別収集、ごみの減量化を行ってまいります。 

  年２回の市内一斉美化運動を市民の皆様にご協力い

ただきながら、不法投棄の防止策を講じ、美しいまち

づくりに取り組んでまいります。 

 また、「清流の国ぎふづくりの推進」として、大江

川の水質浄化対策を引き続き岐阜県と連携し進めてま

いります。 

 

  第４の、「魅力ある教育・文化のまちづくり」であ

ります。 

 

  最初に、良好な学校教育環境の整備・充実に１３億

６６６万９千円計上いたしました。 

平成２３年度から３施設において、幼稚園・保育園

の長所を生かしながらその両方の役割を果たす場とし

て、認定こども園を開設しておりますが、就学前の教
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育・保育は、人間形成の基礎づくりとしてきわめて大

切な時期であり、園児一人ひとりに「生きる力の基礎」

を育んでまいります。 

  教育研究所には、教育専門指導員２人を配置し、教

員の指導・相談活動を行い、また、心の教室相談員を

配置し、不登校児童生徒の学校復帰に向けた学習支援

活動、カウンセリング事業など多方面からの支援を行

ってまいります。 

小中学校の現場では、市の独自事業として、小人数

支援員、学級支援員、特別支援教育アシスタント、ス

クールカウンセラー、スクール相談員、学校図書館司

書等を配置しながら、児童生徒に寄り添った、きめ細

かな指導を引き続き行ってまいります。また、ALTや

英語インストラクターを配置し、児童生徒に生きた英

語を身につけさせるとともに、国際化に対応した外国

語教育の充実を図ってまいります。 

教育指導費では、「薩摩義士と宝暦治水」、「高須

四兄弟に関わる歴史的事象」などを題材として、作業

帳様式の小学校低学年･高学年版、副読本様式の中学校

版の「海津市郷土学習の手引き」を作成してまいりま

す。 

  中学校の統合整備事業としましては、城南中学校の

南舎建設、北舎の大規模改造工事設計、及び生徒のた

めの自転車置場等駅前整備測量調査設計を実施いたし

ます。 
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  また、学校給食センターについては、地元食材を取

り入れながら高度な衛生管理のもと、児童生徒に安全

・安心な給食の提供を行ってまいります。 

  次に、生涯学習環境の整備・充実、青少年の健全育

成及び文化の振興に２億８，５４０万８千円計上いた

しました。 

  まちづくりの基本は人づくりであり、生涯学習や家

庭教育支援を積極的に進めるとともに、家庭・学校・

地域がこれまで以上に連携を深め、青少年が健やかに

育つ環境づくりを進めてまいります。 

  文化振興では、市民参加型の創作ミュージカルのプ

レ公演の開催、中学１・２年生を対象にした教育文化

劇場では、「天地
て ん ち

雅楽
が が く

」の公演を予定し、文化財保護

では、国の天然記念物のハリヨ生息地について、保存

管理計画を策定するとともに、濃尾平野最古といわれ

ている円満寺山古墳群の範囲確認内容調査を引き続き

実施し、歴史資料調査活用事業では、古代村展、左義

長公開用コンテンツの作成など、豊かな芸術文化に接

する機会の提供、貴重な文化財の継承を図ってまいり

ます。 

 

  次に、スポーツ活動の振興に１億７，１７２万円計

上いたしました。 

  誰もが、それぞれの年齢や体力に応じて、身近にス

ポーツを楽しむことができる環境を整備・推進するた
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め、スポーツ推進計画を策定するとともに、市民マラ

ソンの開催を始め、レガッタ、カヌー競技を中心とし

た水上フェスティバル、全日本中学選手権競漕大会な

ど各種大会等への助成をしてまいります。 

また、市民がスポーツを楽しむための活動を引き続

き支援し、各種スポーツ施設の適切な維持管理に努め

てまいります。 

 

  次に、地域間交流・多文化共生の推進に４２９万 

４千円計上いたしました。 

  姉妹都市の鹿児島県霧島市との友好親善を深めるた

めに積極的に交流を図ってまいります。友好都市、山

形県酒田市との地域間交流につきましても引き続き行

ってまいります。 

 

  第５の、「地域の特徴を活かした、活力ある産業の

まちづくり」であります。 

 

  最初に、農林漁業の振興に４億１，５２６万４千円

計上いたしました。 

  農業生産基盤の適正な維持管理を進めるとともに、

農地の流動化や農作業の受委託農地の保全と中核的担

い手農家の育成・確保を図ります。また、都市近郊農

業の振興を図るとともに、ブランド化の推進等により

付加価値を高め、魅力ある農業の振興を図ってまいり

ます。 
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また、国の基準を満たす新規就農者に対し、一人当

たり年間１５０万円の給付金を最長５年間支給する新

規就農者確保事業補助金、新たに園芸特産物産地の活

性化を目的とする農業用機械施設の導入経費の一部を

助成する、元気な園芸特産産地育成対策事業補助金な

ど、土地利用型農業や園芸特産等を支援してまいりま

す。 

有害鳥獣対策では、海津市有害鳥獣被害防止対策協

議会により、集落機能を活かした地域ぐるみの被害防

止活動が本格的に始動しており、引き続き協議会活動

を支援するとともに、鳥獣による農作物被害、生活環

境の悪化、人身への危害の防止・安全対策に取り組ん

でまいります。 

  また、県単農道舗装事業を実施するとともに、４橋

梁の耐震対策を行う県営農道施設強化対策事業や県営

広域農道整備事業の県事業負担金も計上しておりま

す。 

地域ぐるみによる農地・農業用水等の資源の保全管

理活動に加え、老朽化が進む農業用・排水路等の長寿

命化のため、補修・更新を行う活動に対しましても支

援をしてまいります。 

 また、クレール平田、月見の里南濃の両道の駅につ

いては、新鮮な農作物の提供、対面による「顔の見え

る農作物」として、消費者ニーズに呼応した「安全・

安心・健康」な商品の販売等に努めてまいります。 
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  次に、商業、工業、観光の振興、働きがいのある職

場づくりの促進に１億２，２５６万６千円計上いたし

ました。 

  商工会運営補助金等の各種の補助により、市内経済

の振興と活性化を図るとともに、商店街の活性化を図

るため、商店街等のあり方や方策等を引き続き調査・

検討してまいります。 

 また、市内の雇用の拡大と税収の増大を図るべく、

駒野工業団地事業を推進し、引き続き企業誘致活動を

進めるとともに、新たに無料職業紹介所を開設し、専

任の人員を配置して、職業紹介及び職業相談を進め更

なる就労支援を行ってまいります。 

観光振興では、国営木曽三川公園や千代保稲荷神社

などにより、県内有数の観光入込客数を誇っています。

ただ、その多くは日帰り客であることから、観光消費

を誘引するため、市観光協会や市商工会と連携し、新

たな特産品の開発や観光 PR により来訪者の滞留を促

してまいります。また、チューリップ祭等の観光イベ

ントや、大江川を利用した舟運観光を観光資源と位置

づけ、舟とご当地グルメ等、より魅力のあるイベント

として、多くの観光入込客を誘引してまいります。 

 

第６の、「市民参画による協働自治のまちづくり」

に７，３３０万４千円計上いたしました。 

 

 市内外に幅広く情報発信するとともに、魅力あるま
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ちづくりを進めるため、合併１０周年を区切りに、記

念事業の実施に向け準備をしてまいります。 

地域振興事業として、サイクリングマップの高須城

下町コースを利用したクイズラリーを試験的に行い、

事業展開の可能性を調査していきます。 

また、定住化対策事業として、市が主催、共催、後

援する未婚者の出会い支援催事に参加した者同士が結

婚し、市内に居住する場合に祝金を贈り、定住を促進

してまいります。 

 市民参画推進事業として、市民の企画提案や市が提

案したテーマに対する企画案に基づき、市民と市が協

働で実施するまちづくり事業に要する費用を補助する

市民提案型・行政提案型協働事業を引き続き実施して

まいります。 

  まちづくり人材育成事業として、地域デビュー講座、

子どもまちづくり講座、海津っ子議会等を実施してま

いります。 

男女共同参画の推進で、女
ひと

と男
ひと

がともに輝くまちづ

くりを目指し、第２次男女共同参画プラン及び男女共

同参画推進条例に基づき啓発を図ってまいります。 

また、人権問題に対する正しい理解を深め、本市の

人権教育・啓発の基本理念であります「人権が尊重さ

れ、差別や偏見のない明るく住みよい社会の実現」の

ため、講演会等を開催し、同和問題をはじめ、人権尊

重思想の普及、高揚に努めてまいります。 
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  第７の、「効率的な行財政運営」であります。 

 

  地域情報化・電子自治体の推進に１億９，６５７万

円計上いたしました。 

  情報セキュリティーポリシーによる内部監査を引き

続き実施するなど、住民記録システム、税関係、福祉

関係等の基幹系システム及び情報系システムの円滑な

運営管理に努めてまいります。 

  次に、広域的な連携体制の確保、行財政の効率的な

運営に２億６，７３０万７千円計上いたしました。 

主なものといたしまして、３庁舎の管理、税の賦課

徴収のための電算業務委託などコスト意識を持った取

り組みを行ってまいります。 

  また、職員育成については、引き続き姉妹都市の鹿

児島県霧島市へ職員１名を派遣し交流を図るととも

に、県などへ職員派遣を行い、これからの行政課題に

的確な対応ができる人材育成を図るため職員研修を積

極的に行ってまいります。 

 

  次に、公共施設の統廃合整備に１億２，５４１万 

９千円計上しました。 

統合庁舎建設事業では、駐車場の整備、倉庫・車庫

への太陽光発電施設の設置等を行い、西館の耐震補強

工事は平成２５年度の繰越事業とし、年末にはこの事

業もようやく完結を迎えます。議員各位には、議場等
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仮設での本会議開催などたいへんご不便をおかけしま

すが、よろしくお願いいたします。また、城山、平田

支所の開設にあたり整備費を計上しております。 

   

 最後に、臨時福祉給付金事業に１億８１０万円、子

育て世帯臨時特例給付金事業に４，５３０万円計上い

たしました。 

 本年４月の消費税率引上げに際し、低所得者及び子

育て世帯への影響を緩和するものとして、国の制度に

より臨時的な給付措置を実施いたします。 

 

 

  以上、平成２６年度予算についての概要をご説明し

ましたが、市民の皆様のご期待に応え、最少の経費で

最大の効果を上げるべく、簡素で効果的な行財政運営

の確立を目指し、第２次行政改革大綱「第２次集中改

革プラン」を確実に実施しながら、市民サービスの向

上を図ってまいりますので、ご理解ご協力を賜ります

ようお願い申し上げます。 

 

続きまして、補正予算案件６件の概要につきまして

ご説明します。別冊の資料２をご覧いただきたいと思

います。 

  

議案第１５号の「平成２５年度海津市一般会計補正予

算（第６号）」につきましては、歳入歳出それぞれ 
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８億２，１３７万５千円を増額し、補正後の予算額を

歳入歳出それぞれ１７７億７，４９１万２千円とする

ものであります。 

 歳出の主なものといたしまして、総務費の総務管理

費で、前定例会において債務負担行為の設定をお願い

し、今定例会におきましても契約案件として提出して

おりますが、国庫補助金の建築物等耐震化促進事業補

助金の内示を頂きましたので、統合庁舎整備第Ⅱ期工

事費等７億１，４５８万２千円を、今年度の繰越事業

として追加しました。 

また、民生費の社会福祉費で、障害者自立支援シス

テム改修費５６１万６千円、土木費の道路橋梁費で、

道路ストック総点検業務委託料９９０万円、教育費の

小学校費、学校管理費で、吉里小学校大規模改造工事

費等２億２，７７０万円、公債費の元金で、繰上償還

分として地方債償還元金２億６９１万１千円、諸支出

金の基金費、教育施設整備基金費で、教育費指定寄付

金を財源に積立金１６０万円を追加し、特別会計費、

介護保険特別会計費で、繰出金２４万８千円、下水道

事業特別会計費で、繰出金３，８００万円をそれぞれ

追加計上いたしました。 

 また、年度末において不用となる見込みの主なもの

を整理いたしまして、各款項目において職員人件費 

７，３５０万円、総務費で参議院議員選挙関連事業費

１６１万４千円、市議会議員選挙関連事業費２４６万

９千円、統合庁舎備品購入費３，５００万円、民生費
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で児童扶養手当９００万円、児童手当９７０万円、公

立保育園運営管理事業の賃金等２，１７０万円、衛生

費で子宮がん検診・子宮頸がん予防ワクチン接種・妊

婦検診の委託料１，３４２万３千円、土木費で道路整

備事業の測量設計・登記委託料５９０万円、津屋川・

山除川改修工事負担金３，５００万円、狭あい道路整

備事業の工事請負費等８８６万７千円、消防費で消防

団員退職報償金５１７万９千円、高機能消防指令セン

ター整備費２，３６４万６千円、今尾東分団消防庫防

災備蓄倉庫新築工事費２７８万３千円、消防車両購入

費２９２万５千円、消防団備品購入費４８７万６千円、

消防水利整備事業の水道事業会計負担金５００万円、

公債費で地方債償還利子２，２６０万円、諸支出金で

国民健康保険特別会計財政支援分繰出金１億円をそれ

ぞれ減額いたします。 

 

  歳入につきましては、固定資産税で８，０００万円、

地方交付税で、算定結果により３億５，７３１万３千

円、国庫支出金で、地域の元気臨時交付金の確定によ

り１，８０４万２千円、自立支援システム改修補助金

１９６万５千円、建築物等耐震化促進事業補助金 

２，６４６万円、社会資本整備総合交付金からの補助

メニュー変更により防災・安全交付金１，６８９万 

６千円、吉里小学校大規模改造への学校施設環境改善

交付金５，０８７万２千円を追加し、県支出金で市町

村振興補助金３１０万円、寄付金で小学校費指定寄付
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金１６０万円、繰入金で後期高齢者医療特別会計繰入

金１，７０７万４千円、市債で、統合庁舎整備事業債

６億５，４９０万円、吉里小学校大規模改造事業債 

1億３，８９０万円を追加計上いたしました。 

 また、国庫支出金で、児童扶養手当負担金３００万

円、児童手当負担金６７９万円、公共土木施設災害復

旧事業費負担金４５０万円、社会資本整備総合交付金

１，１１０万６千円、県支出金で、児童手当負担金 

１４６万円、参議院議員選挙交付金１６１万４千円、

市債で津屋・奥条地区道路整備事業債９６０万円、消

防債３，２３０万円、臨時財政対策債６，０００万円

を減額し、また、繰入金で、財政調整基金繰入金１億

５，０００万円、減債基金繰入金１億円、公共施設整

備基金繰入金２億円をそれぞれ減額し、今回の補正財

源と合わせて前年度繰越金３，８６５万６千円を充て

させていただきます。 

 

  繰越明許費では、 

・統合庁舎整備事業（第Ⅱ期） 

・自立支援システム改修事業 

・子ども・子育て支援新制度管理システム構築事業 

・道路ストック老朽化対策事業 

・吉里小学校大規模改造事業 

の各事業を、繰越明許費を設け、２６年度への繰越事

業とさせていただくものです。 
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  また、債務負担行為では、 

 学校給食センター調理・配送業務委託料の限度額の

引き下げをさせていただくものです。 

 

また、地方債では、 

  ・統合庁舎整備事業債 

・津屋・奥条地区道路整備事業債 

・消防車両購入事業債 

・消防団施設等再編整備事業債 

・高機能消防指令センター整備事業債 

・救急車両購入事業債 

・吉里小学校大規模改造事業債 

・臨時財政対策債 

の限度額をそれぞれ変更させていただくものです。 

 

 議案第１６号の「平成２５年度海津市国民健康保険

特別会計補正予算（第１号）」につきましては、歳入

歳出にそれぞれ６，９０２万６千円を追加し、補正後

の予算額を歳入歳出それぞれ４７億３，９０２万６千

円とするものであります。 

  補正内容につきましては、歳出では、総務費の総務

管理費で７０～７４歳の自己負担割合増の凍結延長に

伴う事務費２８万２千円、諸支出金の償還金及び還付

加算金で療養給付費交付金、療養給付費等負担金、及

び特定健康診査・保健指導負担金の確定により、国県

支出金の返納金６，８７４万４千円を追加いたしまし
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た。 

 歳入につきましては、国庫支出金で高齢者医療制度

円滑運営事業費補助金２８万２千円、前期高齢者交付

金で１億６，０７９万５千円、繰越金で前年度繰越金

７９４万９千円を追加し、繰入金で一般会計繰入金の

財政支援分 1 億円を減額いたしました。 

 

議案第１７号の「平成２５年度海津市介護保険特別

会計補正予算（第３号）」につきましては、保険事業

勘定の歳入歳出にそれぞれ２，５４９万６千円を追加

し、補正後の予算額を歳入歳出それぞれ３１億 

１，８４２万１千円とするものであります。 

 補正内容につきましては、歳出では、総務費の総務

管理費で、介護保険の制度改正に伴うシステム改修委

託料４９万６千円、基金積立金で介護給付費準備基金

積立金２，５００万円を追加いたしました。 

歳入につきましては、国庫支出金、国庫補助金でシ

ステム改修補助金２４万８千円、繰入金で一般会計か

ら事務費繰入金２４万８千円、繰越金で前年度繰越金

２，５００万円を追加いたしました。 

 

 議案第１８号の「平成２５年度後期高齢者医療特別

会計補正予算（第１号）」につきましては、歳入歳出

にそれぞれ１，７０７万４千円を追加し、補正後の予

算額を歳入歳出それぞれ６億５，３１７万４千円とす

るものであります。 
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  補正内容につきましては、歳出では、諸支出金の繰

出金、一般会計繰出金で、療養給付費負担金の精算に

より１，７０７万４千円を追加いたしました。 

 歳入につきましては、諸収入、雑入で、療養給付費

負担金の精算に伴う還付金１，７０７万４千円を追加

いたしました。 

 

議案第１９号の「平成２５年度海津市下水道事業特別

会計補正予算（第２号）」につきましては、歳入歳出

からそれぞれ５，７５０万円を減額し、補正後の予算

額を歳入歳出それぞれ２１億６，０９０万円とするも

のであります。 

  補正内容につきましては、歳出では、公共下水道費

で内示による下水道管渠等建設工事の事業量の減によ

り、海津処理区の管渠・舗装復旧工事費６，２０８万

２千円を減額し、公課費で消費税 ４５８万２千円を

追加しました。 

  歳入につきましては、内示による事業量の減等に伴

い、国庫支出金で公共下水道費補助金４，８８０万円、

市債で公共下水道事業債４，６７０万円を減額し、起

債対象外である単独工事の事業等の増により、繰入金

で一般会計繰入金３，８００万円を追加いたしました。 

  また、地方債では、公共下水道事業債の借入限度額

を１億８，５００万円に引き下げるものであります。 

 

 議案第２０号の「平成２５年度海津市水道事業会計
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補正予算（第２号）」につきましては、資本的収入で

消火栓新設移設工事箇所の減少により他会計負担金 

５００万円を減額し、補正後の予算を資本的収入総額

２，７５０万円とし、資本的支出では、消火栓新設及

び水道施設更新工事費等１，０００万円を減額し、補

正後の予算を資本的支出総額４億７，５５０万円とす

るものであります。 

 

次に、条例案件等についてご説明申し上げます。 

 

議案第２１号の海津市職員の自己啓発等休業に関す

る条例につきましては、地方公務員法の規定により、

職員の資質向上に資するため大学等における修学や、

国際貢献の活動を希望する職員に休業を認めるため、

新規に条例を制定するものです。 

 

議案第２２号の海津市職員の修学部分休業及び高齢

者部分休業に関する条例につきましては、地方分権の

進展等に対応した地方公共団体の公務の能力的かつ適

正な運営を推進するため地方公務員法の規定により、

職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関し、新規

に条例を制定するものです。 

 

議案第２３号の海津市職員の特殊勤務手当に関する

条例の一部を改正する条例につきましては、海津苑調

理手当としての特殊調理師手当及び市営バス運転手当
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としての特殊車両運転手当の規定については、現在運

用がないことから削除するため一部改正するものです。 

 

議案第２４号の海津市税以外の諸納付金の督促手数

料、延滞金徴収及び滞納処分執行条例の一部を改正す

る条例につきましては、国税及び地方税の延滞金の割

合の見直しに合わせ、税外収入金の延滞金についても

市税の取扱と均衡を保つため、延滞金の率の見直しを

するため改正するものです。 

 

議案第２５号の地方公営企業法の適用を受ける事業

の剰余金の処分等に関する条例の一部を改正する条例

につきましては、地方公営企業法施行令の一部改正に

より、地方公営企業会計基準の見直しが行われ、平成

２６年度予算より「みなし償却制度」が廃止となるた

め条例を一部改正するものです。 

 

議案第２６号の海津市税条例の一部を改正する条例

につきましては、固定資産税の納付において納期前納

付に係る報奨金の交付制度については、自主納税意識

の向上、口座振替の普及などにより、期限内自主納付

が浸透し、一定の目的を果たしたものと判断し交付制

度を廃止するものです。 

 

議案第２７号の海津市道路占用料徴収条例の一部を

改正する条例につきましては、「社会保障の安定財源
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の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費

税法の一部を改正する等の法律」及び「社会保障の安

定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため

の地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」

により、消費税率が引上げられることに伴う改正及び

道路法施行令の一部改正により関係条文を整備するた

め、一部改正するものです。 

 

議案第２８号の海津市河川占用料等徴収条例の一部

を改正する条例につきましては、「社会保障の安定財

源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消

費税法の一部を改正する等の法律」及び「社会保障の

安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うた

めの地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」

により、消費税率が引上げられることに伴い、占用料

等について見直しを行うものです。 

 

議案第２９号の海津市法定外公共物管理条例の一部

を改正する条例につきましては、「社会保障の安定財

源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消

費税法の一部を改正する等の法律」及び「社会保障の

安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うた

めの地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律」

により、消費税率が引上げられることに伴い、占使用

料等について見直しを行うものです。 
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議案第３０号の海津市下水道条例の一部を改正する

条例につきましては、標準下水道条例の一部改正に伴

い精査をしたところ、条文間で整合性の取れない部分

が出てきたので全体的な整合性を図るため改正するも

のです。 

 

議案第３１号の海津市下水道事業受益者負担金に関

する条例の一部を改正する条例につきましては、下水

道条例の一部改正に伴い精査をしたところ、条文間で

整合性の取れない部分が出てきたので全体的な整合性

を図るため改正するものです。 

 

議案第３２号の海津市農業集落排水処理施設条例の

一部を改正する条例につきましては、下水道条例の一

部改正に伴い精査をしたところ、条文間で整合性の取

れない部分が出てきたので全体的な整合性を図るため

改正するものです。 

 

議案第３３号の海津市農業集落排水事業分担金徴収

条例の一部を改正する条例につきましては、下水道条

例の一部改正に伴い精査をしたところ、条文間で整合

性の取れない部分が出てきたので全体的な整合性を図

るため改正するものです。 

 

議案第３４号の海津市廃棄物の処理及び清掃に関す
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る条例の一部を改正する条例につきましては、「社会

保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を

行うための消費税法の一部を改正する等の法律」及び

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な

改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を

改正する法律」により、消費税率が引上げられること

に伴い、課税対象となるし尿収集料金の見直しを行う

ものです。 

 

議案第３５号の海津市介護保険条例の一部を改正す

る条例につきましては、介護保険法第６３条の規定に

より保険給付の制限を受けることとなったものに対し

ても、保険料の減免の対象とするため改正するもので

す。 

 

議案第３６号の海津市手数料徴収条例の一部を改正

する条例につきましては、地方公共団体の手数料の標

準に関する政令に規定する手数料の額の標準が一部改

正され、消防法に規定する製造所等の設置許可、完成

検査前検査及び保安検査に係る手数料の額が引上げら

れたことにより、本市においても手数料を改正するも

のです。 

 

議案第３７号の海津市消防団員等公務災害補償条例

の一部を改正する条例につきましては、「地域社会に

おける共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を
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講ずるための関係法律の整備に関する法律の施行に伴

う関係政令の整備等に関する政令」が平成２５年１１

月２７日に公布されたことを受け、非常勤消防団員等

に係る損害補償に基準を定める政令の一部が改正され

たことから、本市においても準用している条例を一部

改正するものです。 

 

議案第３８号の海津市非常勤消防団員に係る退職報

償金の支給に関する条例の一部を改正する条例につき

ましては、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関

する法律施行令の改正において、退職報償金の引上げ

がなされたことにより、本市においても退職報償金支

給額を引上げるため条例を一部改正するものです。 

 

議案第３９号の海津市スポーツ推進審議会条例につ

きましては、スポーツ基本法第３１条の規定に基づき、

スポーツの推進に関する重要事項を調査審議するため、

新規に条例を制定するものです。 

 

次に、その他の案件等についてご説明申し上げます。 

 

議案第４０号の工事請負契約の締結についてご説明

します。 

２月７日に事後審査型条件付き一般競争入札を実施

した結果、７者の入札となり、西濃・渡辺特定建設工
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事共同企業体と契約金額４億６，４９４万円（税込）

で契約締結するものです。 

 

議案第４１号の市道路線の認定につきましては、道

路法の規定により、新設道路等の認定を行うものです。 

 

議案第４２号の平成２６年度海津市下水道事業特別

会計への繰入につきましては、現在建設中の下水道関

連施設に係る維持管理費も含め、平成２６年度予算に

おいて大きな支出が見込まれ、事業収入のみでは健全

財政を維持する事が困難ですので、地方財政法第６条

の規定により、一般会計から繰り入れするものです。 

 

議案第４３号の平成２５年度海津市下水道事業特別

会計への繰入変更につきましては、現在建設中の下水

道関連施設に係る維持管理費も含め、平成２５年度の

予算において大きな支出が見込まれ、事業収入のみで

は健全財政を維持する事が困難ですので、地方財政法

第６条の規定により、一般会計からの繰入額を変更す

るものです。 

 

以上、私の市政に対する所信と、平成２６年度予算

案並びに条例その他の案件について、ご説明を終わり

ます。 

 何とぞよろしくご審議いただきまして、適切なご議

決を賜りますようお願い申し上げます。 
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 長時間ご清聴いただきまして、ありがとうございま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


